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は じ め に 

 

 

 本県の年間医療費総額は３，５６４億円（平成 17 年度）であり、赤ちゃん

からお年寄りまで、県民一人当たりの平均額でみると 25 万 1 千円となります。

これは、全国的には、医療費の高い方から３３番目に当たり、現状としては、

本県は必ずしも医療費の高い県というわけではありません。 

 しかしながら、本県の６５歳以上の者の割合である高齢化率は、平成２０年

では２２．６％（全国３１番目）でありますが、約２５年後の２０３５年（平

成４７年）には３６．８％（全国１２番目）になると推計されており、本県は、

今後急速に高齢化が進展するといわれています。 

高齢化の進展により、医療にかかる人が多くなり、これによる医療費の増加

は避けられないことですが、将来にわたり、質の高い医療の安定的な確保が図

られるよう、本県の実態把握や状況分析を行い、中長期的な対策のあり方につ

いて検討してまいりました。 

検討の過程で、長野県や県内の山添村において、これまで長年をかけて住民

に対する健康づくりの取り組みが行われた結果、老人医療費が少額になってい

るということが明らかとなりました。これらの地域では、医師と保健師などの

医療従事者が、地元住民である健康ボランティアの方の協力も得て、各地域を

回り、健康づくりの重要性についての普及啓発が行われており、その結果、健

康づくりや健診受診が多くの住民の日常生活の一部として習慣化されています。

また、地域の医師が、病気の治療のみならず、住民の普段の健康づくりや病院

を退院された後の在宅医療といった「予防」、「治療」、「回復」という一連の過

程に、積極的に関わられていることがわかりました。 

今後の高齢社会において、県民が心豊かに過ごすためには、先進地域の事例

を参考にしながら、県全体で健康づくりの取り組みを進め、「健康長寿」の社会

を目指すことが極めて重要なことと考え、本計画を策定しました。 

本計画の実現には、県民一人ひとりが健康づくりの大切さを理解し、主体的

な取り組みを行っていただくことが不可欠です。そのためには、県をはじめと

して、市町村、保険者、企業、学校、医療福祉機関等、関係者それぞれが、県

民の健康づくりの支援に地道に、粘り強く取り組むことが必要です。皆様方の

一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

平成２２年４月 

 

奈良県知事  荒 井 正 吾   
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第１章 計画作成にあたって 

１． 計画作成の背景と趣旨 

 高齢化の進展による医療需要の増大に伴い、質の高い医療の提供と医療費

負担の調和が大きな課題となっています。 

 このような中、奈良県では、様々な実証データに基づく本県の保健・医療・介

護・福祉を取り巻く現状と課題を踏まえ、今後の県民の健康長寿対策のあり方に

ついて検討を行ってきました。 

 検討の過程では、老人医療費が全国一少ない「長野県」や県内一少ない「山

添村」において、長年行われてきた「健康づくり」の取り組みに着目し、それらを

参考にした取り組みを県内全域で実施・展開することにより、県民の健康長寿意

識の高揚を図り、その結果として、医療費負担の軽減を目指すことが可能ではな

いかと考えました。 

 そして、実施に当たっては、保健・医療・介護・福祉分野の限られた人的・物的

資源のもと、県民、市町村、保険者、企業、医療福祉従事者などの関係者・関係

機関が、地域に根ざしたネットワークを構築することにより、地域の健康課題に取

り組んでいくことが必要と考えています。 

 この計画は、今後、県、市町村を始めとして、県民、保険者、企業、学校、医療

福祉機関などが一体となって進めることとしています。これにより、本県独自の

「健康長寿文化」が醸成されることを目的とします。 

 

２． 計画の位置づけ 

（１）  計画の性格 

この計画は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号、以

下「法」という。）に基づく、「都道府県医療費適正化計画」として作成するもので

す。 

 

（２）  他の計画との調和 

      この計画の推進にあたっては、「奈良県保健医療計画」、「第４期奈良県介

護保険事業支援計画」、「奈良県健康増進計画」、「奈良県高齢者福祉計画」、

「なら運動・スポーツ振興プラン」等関係計画の内容と整合性を図ります。 

 

３． 計画に掲げる事項 

この計画では、法に基づき、以下の掲げる事項を基本として作成します。 

 一 住民の健康の保持の推進に関し、県において達成すべき目標に関する事項 

 二 医療の効率的な提供の推進に関し、県において達成すべき目標に関する事項 

 三 前二号に掲げる目標を達成するために県が取り組むべき施策に関する事項 

 四 第一号及び第二号に掲げる目標を達成するために保険者、医療機関その他 

の関係者の連携及び協力に関する事項 

 五 県における医療に要する費用の調査及び分析に関する事項 

 六 計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項 
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 七 計画の達成状況の評価に関する事項 

 八 前各号に掲げるもののほか、医療費適正化の推進のために県が必要と認める

事項 

   ※ 第二号の「医療の効率的な提供の推進に関する目標」のうち、「療養病床の

病床数」にかかる目標値については、現在、国が療養病床削減計画の凍結方

針を示しており、国の考え方が明確となるまでの間、本県では目標値の設定を

行わないこととした。 

 

４． 計画の期間 

この計画の期間は、法に基づき、平成２０年度から平成２４年度までの５年間としま

す。 

但し、健康づくりの取り組みについては、計画期間内での成果が期待できないため、

平成２５年度から平成２９年度までの次期計画期間での継続を念頭に置いて実施しま

す。 

 

５． 計画の作成・推進体制 

（１） 専門家・関係者からの意見聴取 

県は、この計画の作成に当たって、平成１９年４月に、保険者（市町村を含む。）、被

保険者、医療関係団体、学識経験者の代表者から構成する「奈良県医療費適正化推

進のための懇談会」を設置し、専門家・関係者の立場からの意見を聴き、計画作成の

参考としています。 

また、県が平成２０年５月に設置した「奈良県地域医療等対策協議会健康長寿部

会」における意見を、計画内容に反映させています。 

 

（２） 保険者（市町村を含む。）・医療機関その他の関係者の連携と協力 

県が計画の作成又は変更をしようとするときは、県は、法に基づく関係市町村への

事前協議を行う他、保険者・医療機関その他関係者との調整を行います。 

 

（３） 県民意見の反映 

この計画は、「県の施策に関する基本的な計画策定及び重要な変更」に当たること

から、県は、「奈良県パブリックコメント手続きに関する指針（平成１４年４月１日施行）」

に基づき、広く県民の意見を募集し、計画に反映させます。 

 

（４） 計画の周知 

県が計画の作成又は変更をしようとするときは、県は、「県民だより」や「県のホーム

ページ」など、すべての県民が知ることができる媒体により、分かりやすく周知を行いま

す。 

 

（５） 計画の進行管理 

計画の実効性を高めるため、県は、定期的に、計画作成（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、点
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検・評価（Ｃｈｅｃｋ）及び見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）といった一連のマネージメント・サイクル

に従い、進行管理を行います。 

法に基づく「計画の進捗状況に関する評価」と「計画の実績に関する評価」の詳細

は第５章に記載します。 
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第２章 県民生活と健康 

 

１． 県民の健康状態 

 

（１） 健康指標から見た本県の位置 

 

① 平均寿命 

平成１７年の県民の平均寿命は、男性が７９．２５歳（全国７８．７９歳）、女性８５．８４

歳（全国８５．７５歳）となっており、全国順位では、平均寿命が長い方から男性が９番

目、女性が２３番目となっています。 

 

〔全国・男性〕 都道府県別の男性・平均寿命（高い順に並べたもの）79.879.6 79.5 79.5 79.479.4 79.3 79.379.3 79.2 79.279.1 79.1 79.1 79.179.0 79.0 79.078.9 78.9 78.978.8 78.8 78.7 78.678.6 78.6 78.578.5 78.4 78.478.3 78.3 78.3 78.378.2 78.1 78.178.1 78.0 78.078.0 78.0 77.9 77.877.4 76.376.077.0
78.079.0
80.0

長野県　　　　 滋賀県　　　　 神奈川県　　　 福井県　　　　 東京都　　　　 静岡県　　　　 京都府　　　　 石川県　　　　 奈良県　　　　 岡山県　　　　 熊本県　　　　 富山県　　　　 広島県　　　　 埼玉県　　　　 愛知県　　　　 岐阜県　　　　 大分県　　　　 千葉県　　　　 香川県　　　　 三重県　　　　 山梨県　　　　 群馬県　　　　 新潟県　　　　 兵庫県　　　　 沖縄県　　　　 宮崎県　　　　 宮城県　　　　 山形県　　　　 島根県　　　　 茨城県　　　　 福岡県　　　　 佐賀県　　　　 北海道　　　　 鳥取県　　　　 愛媛県　　　　 大阪府　　　　 長崎県　　　　 山口県　　　　 徳島県　　　　 栃木県　　　　 福島県　　　　 和歌山県　　　 鹿児島県　　　 高知県　　　　 岩手県　　　　 秋田県　　　　 青森県　　　　
歳 全国平均７８．７９歳

出典：平成１７年市区町村別生命表
 

〔全国・女性〕 都道府県別の女性・平均寿命（高い順に並べたもの）86.986.6 86.5 86.5 86.586.5 86.3 86.386.3 86.3 86.386.2 86.2 86.1 86.186.1 86.0 86.085.9 85.9 85.985.9 85.8 85.8 85.885.8 85.7 85.785.7 85.7 85.685.6 85.6 85.6 85.685.5 85.5 85.585.5 85.4 85.385.3 85.3 85.2 85.285.0 84.884.085.0
86.087.0

沖縄県　　　　 島根県　　　　 熊本県　　　　 岡山県　　　　 長野県　　　　 石川県　　　　 富山県　　　　 新潟県　　　　 鳥取県　　　　 広島県　　　　 福井県　　　　 山梨県　　　　 滋賀県　　　　 宮崎県　　　　 静岡県　　　　 大分県　　　　 佐賀県　　　　 神奈川県　　　 京都府　　　　 香川県　　　　 高知県　　　　 長崎県　　　　 奈良県　　　　 福岡県　　　　 北海道　　　　 宮城県　　　　 山形県　　　　 東京都　　　　 鹿児島県　　　 徳島県　　　　 愛媛県　　　　 山口県　　　　 兵庫県　　　　 三重県　　　　 岐阜県　　　　 岩手県　　　　 千葉県　　　　 群馬県　　　　 福島県　　　　 愛知県　　　　 和歌山県　　　 埼玉県　　　　 茨城県　　　　 大阪府　　　　 秋田県　　　　 栃木県　　　　 青森県　　　　
歳 全国平均８５．７５歳

出典：平成１７年市区町村別生命表
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② 死亡率 

平成２０年の県民の年間死亡者数は１２，３６８人であり、年間出生者数が１０，９８１

人であることから、１年間に１，３８７人の自然減となっています（人口動態統計）。 

死亡率（年間死亡者数／人口）は各都道府県人口の年齢構成による影響を受ける

（例えば、高齢者割合が高い県では、死亡率は高くなる等）ため、その影響を取り除い

た年齢調整死亡率（人口１０万対比、平成１７年）でみると、本県は男性５７７．１（全国５

９３．２）、女性２９４．５（全国２９８．６）であり、男女とも全国平均を下回っています。全

国順位では、死亡率の高い方から、男性が３３番目、女性が２６番目となっています。 

 

〔全国・男性〕 都道府県別の男性・年齢調整死亡率（高い順に並べたもの）733 647 645 636 635 634 632 631 627 624 623 623 617 615 614 613 611 609 601 598 598 597 596 592 589 588 588 584 581 580 579 578 577 577 577 574 574 573 570 569 568 566 561 559 555 552 539500550600
650700750

青森県　　　　 岩手県　　　　 秋田県　　　　 福島県　　　　 高知県　　　　 鳥取県　　　　 山口県　　　　 栃木県　　　　 和歌山県　　　 大阪府　　　　 鹿児島県　　　 長崎県　　　　 佐賀県　　　　 愛媛県　　　　 茨城県　　　　 北海道　　　　 福岡県　　　　 徳島県　　　　 島根県　　　　 宮城県　　　　 兵庫県　　　　 山形県　　　　 群馬県　　　　 新潟県　　　　 香川県　　　　 三重県　　　　 宮崎県　　　　 埼玉県　　　　 千葉県　　　　 愛知県　　　　 山梨県　　　　 広島県　　　　 奈良県　　　　 富山県　　　　 沖縄県　　　　 大分県　　　　 岐阜県　　　　 岡山県　　　　 静岡県　　　　 石川県　　　　 京都府　　　　 東京都　　　　 熊本県　　　　 神奈川県　　　 福井県　　　　 滋賀県　　　　 長野県　　　　
人口１０万対

出典：平成17年都道府県別年齢調整死亡率の概況
全国平均５９３．２

 

〔全国・女性〕 都道府県別の女性・年齢調整死亡率（高い順に並べたもの）324 323 320 319 316 313 311 310 306 306 305 305 305 304 304 302 302 301 299 299 298 298 296 296 295 295 294 291 291 291 290 290 289 289 288 286 285 285 284 281 280 278 277 277 276 274 271250
300
350

栃木県　　　　 青森県　　　　 和歌山県　　　 大阪府　　　　 群馬県　　　　 茨城県　　　　 埼玉県　　　　 愛知県　　　　 愛媛県　　　　 秋田県　　　　 山口県　　　　 兵庫県　　　　 徳島県　　　　 千葉県　　　　 福島県　　　　 岩手県　　　　 三重県　　　　 鹿児島県　　　 東京都　　　　 岐阜県　　　　 山形県　　　　 高知県　　　　 福岡県　　　　 北海道　　　　 長崎県　　　　 奈良県　　　　 宮城県　　　　 神奈川県　　　 京都府　　　　 佐賀県　　　　 宮崎県　　　　 香川県　　　　 滋賀県　　　　 福井県　　　　 沖縄県　　　　 静岡県　　　　 大分県　　　　 石川県　　　　 広島県　　　　 山梨県　　　　 熊本県　　　　 富山県　　　　 新潟県　　　　 岡山県　　　　 鳥取県　　　　 長野県　　　　 島根県　　　　
人口１０万対 全国平均２９８．６

出典：平成17年都道府県別年齢調整死亡率の概況
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③ 医療費・介護費 

 

・ 県民医療費 

平成１７年度の県民医療費は３，５６４億円（入院１，２７４億円、入院外〔外来〕１，５４

８億円、歯科・薬局等７４２億円）と推計されています。県民１人当たり医療費（医療に

かかっていない者も含めた年間平均医療費）は２５万１千円であり、全国平均の２５万９

千円をやや下回っています。全国順位では、医療費の高い方から３３番目となってい

ます。 住民１人当たりの県民医療費（平成１７年度推計値）
156135143133133124126125119127124123105112104118115114114116 95 100111109100 99 98 96 91 93 91 87 90 88 81 86 90 107 89 78 81 81 78 86 71 73 71 95
115110106113105121110103115109105109118100133116115101 98 105116100106114109 97 94 102106 98 93 104109105 94 92 102 80 92 103 93 101 97 92 86 85 87 101
73 77 69 70 77 64 73 80 71 66 72 65 72 83 57 59 61 68 69 56 66 69 52 43 57 67 70 63 64 65 69 59 52 56 70 64 50 55 60 55 61 52 59 50 65 59 56 64

050100150200250300350400

高知県 長崎県 鹿児島県 大分県 北海道 徳島県 山口県 佐賀県 香川県 熊本県 福岡県 島根県 広島県 秋田県 和歌山県 愛媛県 岡山県 宮崎県 鳥取県 石川県 大阪府 青森県 富山県 福井県 京都府 福島県 岩手県 山形県 兵庫県 山梨県 新潟県 岐阜県 奈良県 三重県 東京都 宮城県 群馬県 沖縄県 長野県 愛知県 茨城県 栃木県 静岡県 滋賀県 神奈川県 千葉県 埼玉県 全国平均
千円 歯科・薬局等入院外〔外来〕入院

出典：平成１７年度国民医療費
 

 

・ 老人医療費（７５歳以上者等の医療費） 

 平成１９年度の老人医療費は１，２２５億円（入院５５５億円、入院外〔外来〕４４０億

円、歯科・薬局等２３０億円）となっており、県民医療費の約３割強を占めています。１

人当たり老人医療費（医療にかかっていない高齢者も含めた年間平均医療費）は８６

万１千円であり、全国平均の８７万円をやや下回っています。全国順位では、医療費

の高い方から２２番目となっています。入院、入院外（外来）、歯科などの診療種類別

の内訳をみると、本県では、全国平均に比べ、入院医療費がやや低く（４１万５千円、

全国４３万２千円）、入院外（外来）医療費がやや高い（４０万６千円、全国３９万９千円）

傾向があります。 

県内市町村別の１人当たり老人医療費をみると、最高の香芝市（９５万３千円）から

最低の山添村（６１万２千円）まで幅があり、香芝市は山添村の１．６倍となっています。 
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〔全国〕 都道府県別の１人当たり老人医療費（高い順に並べたもの）1,0821,0371,0311,0271,001991 987 959 952 946 945 937 934 932 916 897 895 872 864 864 863 861 857 856 842 840 821 819 816 814 806 804 800 799 796 788 780 775 758 756 755 755 743 731 725 719 716600800
1,0001,200

福岡県　　　　 北海道　　　　 高知県　　　　 大阪府　　　　 広島県　　　　 長崎県　　　　 沖縄県　　　　 鹿児島県　　　 京都府　　　　 大分県　　　　 佐賀県　　　　 熊本県　　　　 山口県　　　　 石川県　　　　 香川県　　　　 兵庫県　　　　 岡山県　　　　 和歌山県　　　 愛媛県　　　　 宮崎県　　　　 徳島県　　　　 奈良県　　　　 東京都　　　　 愛知県　　　　 福井県　　　　 滋賀県　　　　 埼玉県　　　　 神奈川県　　　 島根県　　　　 鳥取県　　　　 富山県　　　　 岐阜県　　　　 福島県　　　　 宮城県　　　　 群馬県　　　　 秋田県　　　　 山梨県　　　　 青森県　　　　 茨城県　　　　 三重県　　　　 千葉県　　　　 栃木県　　　　 静岡県　　　　 山形県　　　　 岩手県　　　　 新潟県　　　　 長野県　　　　
千円 全国平均869,603円

出典：平成１９年度老人医療事業年報
 都道府県別の１人当たり老人医療費（高い順に並べたもの、全国平均との差）

172 157 193 44 51 113 194 124 57 99 73 99 86 98 32 -9 44 -13 20 19 16 -17 -53 -44 25 -3 -44 -70 -1 -3 10 -68 -36 -58 -18 -43 -44 -61 -75 -77 -82 -77-102-77 -78 -94 -91
33 13 -23 74 76 14 -58 -22 18 -11 7 -22 -12 -26 15 32 -12 6 -15 -15 -17 6 26 24 -43 -18 -7 11 -37 -41 -65 2 -21 -3 -47 -25 -40 -18 -24 -25 -30 -27 -19 -48 -52 -48 -53
9 0

-3 15 8 -1 -10 -9 0 -5 1 -3 -4 -7 2 4 -1 -1 -4 -6 -2 0 6 2 -7 -6 0 4 -7 -3 -8 -1 -6 -4 -6 -7 -5 -10 -6 -6 -1 -6 -4 -6 -6 -2 -6-1 -4 -6 23 -5 -5 -8 -5 6 -7 -6 -7 -6 -3 -2 -1 -7 10 -7 -5 -3 1 8 4 -3 -3 1 3 -9 -9 -1 1 -6 -6 -3 -8 -2 -6 -6 -6 -1 -4 -3 -7 -9 -6 -4-200-150-100-50050100150200250

福岡県　　　　 北海道　　　　 高知県　　　　 大阪府　　　　 広島県　　　　 長崎県　　　　 沖縄県　　　　 鹿児島県　　　 京都府　　　　 大分県　　　　 佐賀県　　　　 熊本県　　　　 山口県　　　　 石川県　　　　 香川県　　　　 兵庫県　　　　 岡山県　　　　 和歌山県　　　 愛媛県　　　　 宮崎県　　　　 徳島県　　　　 奈良県　　　　 東京都　　　　 愛知県　　　　 福井県　　　　 滋賀県　　　　 埼玉県　　　　 神奈川県　　　 島根県　　　　 鳥取県　　　　 富山県　　　　 岐阜県　　　　 福島県　　　　 宮城県　　　　 群馬県　　　　 秋田県　　　　 山梨県　　　　 青森県　　　　 茨城県　　　　 三重県　　　　 千葉県　　　　 栃木県　　　　 静岡県　　　　 山形県　　　　 岩手県　　　　 新潟県　　　　 長野県　　　　
千円 その他歯科入院外＋薬局入院＋食事

出典：平成１９年度老人医療事業年報
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〔県内市町村〕 県内市町村別の１人当たり老人医療費（高い順に並べたもの）953 945 925 913 911 898 897 893 891 888 885 884 880 879 861 858 830 827 826 826 821 820 818 816 815 778 772 761 746 745 742 736 726 722 710 693 657 653 6126007008009001,000
香芝市 安堵町 大和高田市 大和郡山市 御所市 三郷町 上牧町 平群町 河合町 生駒市 王寺町 橿原市 天理市 奈良市 三宅町 広陵町 高取町 桜井市 大淀町 斑鳩町 田原本町 川西町 吉野町 下市町 葛城市 五條市 明日香村 黒滝村 川上村 宇陀市 野迫川村 上北山村 東吉野村 下北山村 天川村 曽爾村 十津川村 御杖村 山添村

千円
出典：平成１９年度国民健康保険及び老人保健（医療）事業状況

県平均861,635円
 県内市町村別の１人当たり老人医療費（高い順に並べたもの、県平均との差）47 53 23 32 65 -19 36 10 24 -6 -4 2 41 8 -16 10 9 -43 -38 -27 -21 -6 22 -36 -37 -26 -28 15 -1 -55 -50 -61 -36 -50 -71-119 -89-145-15138 23 33 19 -9 44 -4 20 0 28 18 24 -26 3 26 -16 -34 15 13 -9 -15 -25 -49 8 -8 -47 -51 -99 -94 -51 -64 -42 -93 -75 -68 -39 -99 -48 -81

5 0 -1 1 -1 6 3 3 4 3 5 -2 -3 3 -3 -2 -2 -2 -3 1 -3 -4 -6 -9 0 -7 -5 -5 -10 -5 1 -11 -5 -2 -4 -7 -4 -7 -11
2 8 7 0 -5 5 1 -1 1 1 5 -2 7 3 -8 4 -4 -4 -8 0 -2 -6 -10 -9 -3 -4 -6 -12 -11 -6 -7 -12 -2 -12 -8 -4 -13 -8 -7-300-200-1000

100
香芝市 安堵町 大和高田市 大和郡山市 御所市 三郷町 上牧町 平群町 河合町 生駒市 王寺町 橿原市 天理市 奈良市 三宅町 広陵町 高取町 桜井市 大淀町 斑鳩町 田原本町 川西町 吉野町 下市町 葛城市 五條市 明日香村 黒滝村 川上村 宇陀市 野迫川村 上北山村 東吉野村 下北山村 天川村 曽爾村 十津川村 御杖村 山添村

千円 その他歯科入院外＋薬局入院＋食事
出典：平成１９年度国民健康保険及び老人保健（医療）事業状況
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・ 県民介護費 

平成１９年度の県民介護費は６６２億円（居宅サービス３３７億円、地域密着型サー

ビス３８億円、施設サービス２８７億円）とされています（６５歳以上者の費用額、特定入

所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない）。１人当たりの平均介護費（介

護サービスを受けていない者も含めた年間平均介護費）は２１万３千円であり、全国平

均の２２万８千円を下回っています。全国順位は、介護費の高い方から４０番目となっ

ています。 

 都道府県別の１人当たり介護費（平成１９年度費用額、第１号被保険者、高い順に並べたもの）（特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費を含まない。）
11311712411910812314112410713910796126106103118120117106111119107122108115971101261181171181088299114122101110103108101109104998697901103243442629341024131627272117341429241421162315201018201315131718311311111818201216161311181211181461131061271361141211211481091261371111331191231061131331141101131041111131211069298100899611011096879990919295828788917675100

050100
150200250
300350

徳島県 長崎県 青森県 鳥取県 石川県 愛媛県 沖縄県 島根県 富山県 和歌山県 佐賀県 高知県 広島県 熊本県 鹿児島県 新潟県 岡山県 福岡県 福井県 香川県 大分県 秋田県 長野県 宮崎県 京都府 山口県 山形県 大阪府 三重県 兵庫県 滋賀県 群馬県 北海道 岩手県 山梨県 東京都 静岡県 宮城県 岐阜県 奈良県 福島県 神奈川県 愛知県 栃木県 茨城県 千葉県 埼玉県 全国平均
千円 施設サービス地域密着型サービス居宅サービス

出典：平成１９年度介護保険事業状況報告調査
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（２） 県民の健康行動 

 

① 県民の食習慣 

朝食欠食率は、男女とも２０～３０歳代で高くなっており、本県では、男性が２０歳代

で３５．７％（全国２８．６％）、女性が３０歳代で２０．４％（全国１６．３％）と高くなってい

ます。 

また、子どもに関しては、男女とも「７～１４歳」、「１５～１９歳」の年齢層で、全国平均

より高い朝食欠食率となっています。 

自分の現在の食事についての県民（２０～６９歳）の考え方では、２０～４０歳代の半

数以上の方が、何らかの「問題がある」（「少し問題があると思っている」あるいは「問題

が多いと思っている」）と思っています。 朝食欠食の状況（男性）
10.3 25.9 35.7 26.4 18.6 12.7 5.2 6.46.4 13.4 28.6 30.2 17.9 11.8 7.4 3.40.010.020.0

30.040.0
7～14歳 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

％ 奈良県全国
出典：平成１９年県民健康・栄養調査、平成１９年国民健康・栄養調査

 ※ 「欠食」とは、①何も食べない（食事をしなかった場合）、②菓子、果物、乳製品、し好飲料などの食品のみ食べた場合、③錠剤、カプセル、顆粒状のビタミン、栄養ドリンク剤のみの場合を言います。 自分の現在の食事についての考え方

8.2 3.4 4.0 6.1 9.132.4 45.3 45.1 48.7 63.543.1 41.2 42.1 38.4 22.616.0 10.1 8.4 5.5 4.40.2 0.0 0.4 1.3 0.5
0%20%40%
60%80%100%

20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳
％ 不詳問題が多いと思っている少し問題があると思っているよいと思っている大変よいと思っている

出典：平成１６年度県民健康生活調査
 

朝食欠食の状況（女性）
13.8 15.0 9.8 20.4 11.1 0.0 4.3 7.76.9 11.5 24.9 16.3 12.8 9.7 5.1 3.80.010.020.030.0
7～14歳 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

％ 奈良県全国
出典：平成１９年県民健康・栄養調査、平成１９年国民健康・栄養調査
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② 県民の運動習慣 

 運動習慣のある者（２０歳以上）の割合は、男性では３３．１％（全国２９．１％）、女性

では２５．７％（全国２５．６％）となっています。年齢別にみると、男性では３０歳代が２１．

４％（全国１８．８％）と最も低く、女性では２０歳代が１０．３％（全国１４．１％）と最も低く

なっています。 

県民（２０～６９歳）の 「意識的に体を動かす」ことをほとんどしていない理由は、「運

動する時間的な余裕がないから」が男女とも半数以上で特に多く、その他、「特に体を

動かす必要を感じないから」、「運動する施設・環境に恵まれていないから」、「一緒に

運動する仲間がいないから」という理由が上げられています。 

 運動習慣のある者の割合（２０歳以上男性）33.1 22.7 21.4 23.5 28.6 47.2 42.329.1 22.7 18.8 21.6 21.0 36.3 39.3
0.010.020.0
30.040.050.0

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～
％ 奈良県全国

出典：平成１９年県民健康・栄養調査、平成１９年国民健康・栄養調査
 ※運動習慣のある者とは、１日３０分の運動を週２日以上実施し、１年以上継続している人を言います。 「意識的に体を動かす」ことをほとんどしていない理由

12.4 25.0 19.1 10.9 16.3
54.0

7.2 5.1 7.918.7 13.8 19.5 12.0 17.8 53.3
13.0 9.4 8.70.010.020.030.040.050.060.0

もともと運動が嫌いだから 特に体を動かす必要
を感じないから

運動する施設・環境
に恵まれていないから どのように運動すれ

ばよいか分からないから
一緒に運動する仲間

がいないから
運動する時間的な余

裕がないから
運動する経済的な余

裕がないから
健康上の理由でできないから

その他
％ 男性女性

出典：平成１６年度県民健康生活調査
 

運動習慣のある者の割合（２０歳以上女性）
25.7 10.3 11.3 19.6 30.7 35.8 36.025.6 14.1 16.3 16.1 24.7 40.0 28.4

0.010.020.0
30.040.050.0

総数 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～
％ 奈良県全国

出典：平成１９年県民健康・栄養調査、平成１９年国民健康・栄養調査
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③ 健診・人間ドック受診率 

県民（２０歳以上）の過去１年間の健診（健康診断や健康診査）や人間ドックの受診

率は５６．０％であり、全国の６１．５％に比べ低い状況となっています。全国順位は、

受診率の高い方から４１番目となっています。 

県民（２０～６９歳）の「過去１年間に受診対象となっていた健康診断・検診を受けな

かった」理由は、男女とも「時間的な余裕がないから」が最も多く、その他、「面倒だか

ら」、「健康なので必要ないと思うから」、「費用がかかるから」という理由が上げられてい

ます 

また、加入する医療保険別にみると、国民健康保険の加入者や健康保険や共済組

合加入者の家族で、比較的若年層の受診率が低くなっています。 

 都道府県別の健診・人間ドック受診率（高い順に並べたもの、20歳以上）71.569.8 69.6 69.2 68.167.7 67.6 66.6 66.365.9 65.7 64.864.8 64.6 64.3 64.264.2 63.7 63.363.0 62.3 62.3 62.061.6 61.6 61.2 61.261.0 60.5 60.560.2 60.2 59.3 59.358.3 58.0 58.057.9 57.4 56.4 56.055.8 55.4 54.8 54.352.5 50.350.055.060.065.070.075.0
山形県　　　　 宮城県　　　　 新潟県　　　　 富山県　　　　 島根県　　　　 群馬県　　　　 長野県　　　　 岩手県　　　　 岡山県　　　　 秋田県　　　　 福島県　　　　 千葉県　　　　 山梨県　　　　 石川県　　　　 香川県　　　　 東京都　　　　 滋賀県　　　　 静岡県　　　　 岐阜県　　　　 三重県　　　　 茨城県　　　　 埼玉県　　　　 鳥取県　　　　 熊本県　　　　 大分県　　　　 佐賀県　　　　 神奈川県　　　 愛知県　　　　 栃木県　　　　 宮崎県　　　　 山口県　　　　 鹿児島県　　　 青森県　　　　 福井県　　　　 兵庫県　　　　 広島県　　　　 京都府　　　　 北海道　　　　 沖縄県　　　　 福岡県　　　　 奈良県　　　　 高知県　　　　 長崎県　　　　 大阪府　　　　 徳島県　　　　 愛媛県　　　　 和歌山県　　　

％
出典：平成１９年国民生活基礎調査

全国平均６１．５％
 過去１年間に受診対象となっていた健康診断・検診を受けなかった理由

13.5 13.4 14.1 22.5 1.3
35.8 27.2 16.2 3.5 10.09.3 11.0 13.6 24.7 1.4

32.8 20.6 19.2 9.6 12.30.05.010.015.020.025.030.035.040.0
健康診断・検診があるこ

とを知らなかったから
受診方法（場所・時間）

が分からなかったから
病気で医師にかかっているから

健康なので必要ないと思うから
結果を信用していないから

時間的な余裕がないから
面倒だから 費用がかかるから 結果を知るのが怖いから

その他
％ 男性女性

出典：平成１６年度県民健康生活調査
 

 



 

13 

過去1年間の内科的な健康診断の受診率
57.9 55.2 60.5 72.0 78.4 69.078.4 62.0 86.4 89.3 92.6 83.354.2 32.3 52.9 70.0 78.3 58.085.5 93.8 97.3 94.6 91.2 93.7
50.0 31.1 57.9 84.1 93.9 64.9

0.020.040.060.080.0100.0

20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 総計
％

健保共済本人政管健保本人

健保共済家族政管健保家族国保
出典：平成１６年度県民健康生活調査
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④ 市町村国保が実施する特定健康診査の受診率 

平成２０年度から導入された特定健康診査の本県の受診率は２２．１％であり、全国

２８．３％に比べ低い状況となっています（平成２１年５月現在）。全国順位は、受診率

の高い方から４３番目となっています。県内市町村別にみると、最高の山添村（４９．

５％）から最低の御所市（９．７％）まで、市町村により差が大きい状況となっています。

老人医療費との関係では、特定健康診査の受診率の高い地域は、老人医療費が低

い傾向がみられます。 

〔全国〕 都道府県別の特定健康診査受診率（高い順に並べたもの）43.739.6 38.8 37.6 37.436.2 35.2 35.134.8 34.2 34.133.3 33.3 32.8 32.331.5 31.1 30.830.7 30.2 29.229.1 28.3 28.1 27.126.7 26.6 26.226.0 25.3 24.724.6 24.5 24.3 24.023.8 22.9 22.922.1 22.0 21.821.7 21.4 20.1 19.616.3 16.10.010.020.030.040.050.060.0
宮城県　　　　 富山県　　　　 東京都　　　　 山形県　　　　 群馬県　　　　 長野県　　　　 島根県　　　　 岩手県　　　　 福島県　　　　 新潟県　　　　 香川県　　　　 山梨県　　　　 岐阜県　　　　 大分県　　　　 愛知県　　　　 滋賀県　　　　 千葉県　　　　 秋田県　　　　 石川県　　　　 佐賀県　　　　 徳島県　　　　 兵庫県　　　　 三重県　　　　 茨城県　　　　 埼玉県　　　　 熊本県　　　　 京都府　　　　 鹿児島県　　　 沖縄県　　　　 宮崎県　　　　 栃木県　　　　 青森県　　　　 岡山県　　　　 静岡県　　　　 長崎県　　　　 鳥取県　　　　 福井県　　　　 神奈川県　　　 大阪府　　　　 愛媛県　　　　 高知県　　　　 福岡県　　　　 奈良県　　　　 山口県　　　　 北海道　　　　 和歌山県　　　 広島県　　　　

％ 全国平均２８．３％
出典：国民健康保険中央会資料（平成２１年５月）

 

〔県内市町村〕 県内市町村別の特定健康診査受診率（高い順に並べたもの）49.5 46.1 38.5 38.0 34.0 31.3 30.2 30.2 30.1 29.8 29.7 29.2 28.3 27.2 27.1 26.1 24.7 24.1 23.6 23.1 22.3 22.1 21.8 21.3 19.9 19.3 18.4 17.8 17.4 17.4 17.2 16.8 15.3 15.2 15.0 14.0 12.9 11.1 9.70.010.020.030.040.050.060.0
山添村 野迫川村 御杖村 香芝市 曽爾村 上北山村 下北山村 明日香村 三郷町 平群町 安堵町 王寺町 斑鳩町 広陵町 上牧町 生駒市 天川村 奈良市 三宅町 十津川村 大和郡山市 川上村 黒滝村 河合町 五條市 橿原市 田原本町 天理市 宇陀市 下市町 東吉野村 吉野町 葛城市 大淀町 川西町 大和高田市 高取町 桜井市 御所市

％
出典：奈良県国民健康保険団体連合会資料（平成２１年４月）

県平均２２．１％
 北海道 青森県 岩手県 宮城県秋田県 山形県福島県茨城県栃木県 群馬県埼玉県 千葉県 東京都神奈川県 新潟県 富山県石川県福井県 山梨県 長野県岐阜県静岡県 愛知県三重県 滋賀県京都府大阪府 兵庫県奈良県和歌山県 鳥取県 島根県岡山県広島県 山口県 徳島県 香川県愛媛県高知県福岡県 佐賀県長崎県 熊本県 大分県宮崎県鹿児島県沖縄県

6007008009001,0001,1001,200
10.0 20.0 30.0 40.0 50.0特定健診受診率

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.52 全国

 

奈良市大和高田市 大和郡山市天理市橿原市桜井市 五條市 生駒市 香芝市葛城市宇陀市 山添村
平群町三郷町斑鳩町安堵町川西町 三宅町田原本町 曽爾村 御杖村

高取町 明日香村上牧町王寺町広陵町河合町吉野町大淀町下市町 黒滝村 天川村 野迫川村十津川村 下北山村上北山村川上村東吉野村6006507007508008509009501,000

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0特定健診受診率
１人当たり老人医療費（千円）

相関係数 r=-0.33 県内
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（３） 高齢化の進展と高齢者の生活 

 

① 高齢化の現状と今後 

 平成２０年１０月１日現在の本県の人口は１４３万２０人であり、０～１４歳が１９万２２６７

人（１３．５％）、１５～６４歳が９２万１０１２人（６４．４％）、６５歳以上が３１万６７４１人（２２．

１％）となっています（「住民基本台帳及び外国人登録」による。総務省統計局による

「推計人口」とは数字が異なります）。 

 平成１７年国勢調査の出生・死亡や住民移動の状況から、国立社会保障・人口問題

研究所が推計した本県の将来人口は、約２５年後の２０３５年（平成４７年）では１１０万

４千人とされており、０～１４歳が１０万１千人（９．１％）、１５～６４歳が５９万８千人（５４．

１％）、６５歳以上が４０万６千人（３６．８％）と、今後、人口の減少が継続し、少子高齢

化が急速に進展すると予想されています。 

 ６５歳以上の者の割合である高齢化率については、平成２０年現在、高い方から３１

番目となっていますが、約２５年後の２０３５年（平成４７年）では１２番目となると予想さ

れています。 

〔全国〕 都道府県別の高齢化率（高い順に並べたもの）28.828.3 27.8 26.9 26.626.3 26.1 26.126.0 25.8 25.725.5 25.5 25.5 25.225.2 25.2 25.024.9 24.4 24.324.2 24.2 23.8 23.823.6 23.3 23.022.9 22.9 22.622.6 22.5 22.4 22.121.5 21.4 21.321.2 21.1 20.320.2 19.6 19.2 19.219.1 17.2
0.010.020.030.0

島根県　　　　 秋田県　　　　 高知県　　　　 山口県　　　　 山形県　　　　 岩手県　　　　 和歌山県　　　 徳島県　　　　 鹿児島県　　　 大分県　　　　 愛媛県　　　　 鳥取県　　　　 長野県　　　　 新潟県　　　　 富山県　　　　 長崎県　　　　 宮崎県　　　　 熊本県　　　　 香川県　　　　 青森県　　　　 福井県　　　　 岡山県　　　　 福島県　　　　 佐賀県　　　　 山梨県　　　　 北海道　　　　 三重県　　　　 広島県　　　　 石川県　　　　 岐阜県　　　　 奈良県　　　　 静岡県　　　　 群馬県　　　　 京都府　　　　 兵庫県　　　　 宮城県　　　　 福岡県　　　　 茨城県　　　　 大阪府　　　　 栃木県　　　　 東京都　　　　 千葉県　　　　 滋賀県　　　　 神奈川県　　　 愛知県　　　　 埼玉県　　　　 沖縄県　　　　
％ 全国平均２２．１％

出典：平成２０年１０月推計人口

現状

 ２０３５年（平成４７年）における都道府県別の高齢化率（将来推計）41.0 38.638.2 37.5 37.4 37.437.4 37.4 37.3 37.036.9 36.8 36.7 36.636.3 36.0 35.9 35.9 35.635.6 35.6 35.5 35.335.2 34.6 34.5 34.534.5 34.3 34.2 34.2 34.033.9 33.8 33.8 33.633.6 33.5 33.4 33.332.6 32.3 31.9 30.729.9 29.7 27.7
0.010.020.030.040.050.0

秋田県　　　　 和歌山県　　　 青森県　　　　 岩手県　　　　 北海道　　　　 長崎県　　　　 山口県　　　　 高知県　　　　 島根県　　　　 愛媛県　　　　 宮崎県　　　　 奈良県　　　　 徳島県　　　　 新潟県　　　　 山形県　　　　 富山県　　　　 鹿児島県　　　 香川県　　　　 長野県　　　　 大分県　　　　 熊本県　　　　 福島県　　　　 山梨県　　　　 茨城県　　　　 静岡県　　　　 鳥取県　　　　 石川県　　　　 広島県　　　　 兵庫県　　　　 千葉県　　　　 佐賀県　　　　 福井県　　　　 群馬県　　　　 埼玉県　　　　 宮城県　　　　 栃木県　　　　 岐阜県　　　　 三重県　　　　 岡山県　　　　 大阪府　　　　 福岡県　　　　 京都府　　　　 神奈川県　　　 東京都　　　　 滋賀県　　　　 愛知県　　　　 沖縄県　　　　
％ 全国平均３３．７％

出典：国立社会保障・人口問題研究所　『日本の都道府県別将来推計人口』（平成１９年５月推計）

２０３５年
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〔県内市町村〕 県内市町村別の高齢化率（高い順に並べたもの）48.0 45.7 45.3 43.5 42.1 42.1 41.9 40.6 40.3 37.9 36.4 34.8 33.9 29.3 28.7 28.3 28.1 27.2 25.7 25.6 24.8 24.5 23.1 23.1 23.0 22.7 22.7 22.3 22.2 21.9 21.7 21.1 20.7 20.6 20.1 19.4 19.0 17.3 16.60.010.020.0
30.040.050.0

川上村 野迫川村 東吉野村 御杖村 天川村 上北山村 下北山村 黒滝村 十津川村 曽爾村 吉野町 下市町 山添村 明日香村 御所市 高取町 宇陀市 五條市 三宅町 平群町 河合町 川西町 桜井市 大淀町 三郷町 田原本町 斑鳩町 安堵町 大和郡山市 奈良市 王寺町 大和高田市 葛城市 上牧町 橿原市 天理市 生駒市 広陵町 香芝市
％

出典：平成２０年１０月住民基本台帳及び外国人登録に基づく人口　　　　※総務省統計局による「推計人口」とは出典が異なるので、県平均値が異なっている
県平均２２．１％

現状

 ２０３５年（平成４７年）における県内市町村別の高齢化率（将来推計）63.9 59.0 57.7 56.8 53.3 52.8 49.8 49.4 48.6 47.5 45.6 45.1 44.6 44.5 43.5 43.5 43.4 42.4 41.8 41.7 39.2 38.5 38.3 38.3 38.1 37.9 37.2 37.1 36.9 36.6 36.4 36.1 34.6 33.7 33.1 33.0 33.0 32.1 27.50.010.020.030.040.050.060.070.0
川上村 東吉野村 天川村 吉野町 曽爾村 御杖村 山添村 下北山村 明日香村 黒滝村 宇陀市 御所市 下市町 十津川村 五條市 野迫川村 平群町 河合町 安堵町 高取町 三宅町 奈良市 大和高田市 大和郡山市 三郷町 桜井市 斑鳩町 大淀町 王寺町 上牧町 上北山村 生駒市 川西町 田原本町 葛城市 橿原市 広陵町 天理市 香芝市

％
出典：国立社会保障・人口問題研究所　『日本の市区町村別将来推計人口』（平成２０年１２月推計）

県平均３６．８％
２０３５年

 

北海道 青森県 岩手県宮城県 秋田県山形県福島県茨城県栃木県 群馬県埼玉県 千葉県東京都神奈川県 新潟県富山県石川県 福井県山梨県 長野県岐阜県静岡県愛知県 三重県滋賀県 京都府大阪府 兵庫県奈良県 和歌山県鳥取県 島根県岡山県広島県 山口県徳島県香川県 愛媛県 高知県福岡県 佐賀県 長崎県熊本県 大分県宮崎県 鹿児島県
沖縄県25.030.035.040.045.0

15.0 20.0 25.0 30.0現在高齢化率（％）
2035年高齢化率（％）

全国

 

奈良市大和高田市大和郡山市天理市橿原市 桜井市 五條市御所市生駒市香芝市 葛城市 宇陀市 山添村平群町三郷町斑鳩町安堵町 川西町三宅町田原本町
曽爾村 御杖村高取町明日香村上牧町王寺町広陵町 河合町 吉野町

大淀町 下市町 黒滝村天川村 野迫川村十津川村下北山村上北山村
川上村東吉野村

25.030.035.040.045.050.055.060.065.0

15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0現在高齢化率（％）
2035年高齢化率（％）

県内
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② 高齢者の就業状況 

 本県の高齢者就業率（６５歳以上の就業率）は１８．７％であり、全国の２１．１％に比

べ低い状況にあります。全国順位は、高齢者就業率の高い方から４０番目となってい

ます。県内市町村別にみると、最高の御杖村（２５．９％）から最低の上牧町（１１．５％）

まで、市町村により差が大きい状況となっています。老人医療費との関係では、高齢

者就業率の高い地域では、老人医療費が低い傾向がみられます。 

〔全国〕 都道府県別の高齢者就業率（高い順に並べたもの）29.927.1 25.9 25.2 24.924.4 24.1 23.523.2 23.0 22.922.8 22.7 22.5 22.522.2 22.2 22.021.9 21.9 21.921.9 21.7 21.6 21.621.5 21.5 21.421.3 21.2 21.121.0 21.0 20.8 20.820.2 19.8 19.519.1 18.7 18.318.0 17.7 17.7 17.016.8 16.10.010.020.0
30.0

長野県　　　　 山梨県　　　　 鳥取県　　　　 岩手県　　　　 静岡県　　　　 島根県　　　　 福井県　　　　 東京都　　　　 愛知県　　　　 群馬県　　　　 栃木県　　　　 岐阜県　　　　 香川県　　　　 京都府　　　　 佐賀県　　　　 山口県　　　　 青森県　　　　 山形県　　　　 岡山県　　　　 新潟県　　　　 茨城県　　　　 富山県　　　　 高知県　　　　 埼玉県　　　　 和歌山県　　　 福島県　　　　 宮崎県　　　　 広島県　　　　 鹿児島県　　　 石川県　　　　 滋賀県　　　　 三重県　　　　 愛媛県　　　　 大分県　　　　 徳島県　　　　 千葉県　　　　 熊本県　　　　 秋田県　　　　 神奈川県　　　 奈良県　　　　 宮城県　　　　 長崎県　　　　 兵庫県　　　　 大阪府　　　　 北海道　　　　 福岡県　　　　 沖縄県　　　　
％ 全国平均２１．１％

出典：平成１７年国勢調査
 

〔県内市町村〕 県内市町村別の高齢者就業率（高い順に並べたもの）25.9 25.4 25.4 25.4 25.2 24.9 24.5 24.2 22.4 21.7 21.5 20.1 19.6 19.4 19.2 19.1 19.1 19.1 18.7 18.6 18.3 18.2 18.0 18.0 17.8 17.5 17.5 17.1 17.1 17.0 17.0 16.6 16.3 14.4 13.9 13.7 12.8 12.4 11.50.05.010.015.020.025.030.0
御杖村 下市町 天理市 山添村 五條市 曽爾村 明日香村 宇陀市 広陵町 野迫川村 天川村 田原本町 桜井市 上北山村 斑鳩町 吉野町 高取町 東吉野村 黒滝村 葛城市 御所市 三宅町 大和高田市 奈良市 川西町 生駒市 大淀町 香芝市 橿原市 大和郡山市 王寺町 平群町 十津川村 下北山村 川上村 河合町 安堵町 三郷町 上牧町

％
出典：平成１７年国勢調査※宇陀市については合併前町村のデータを加工した数値を載せている

県平均１８．７％
 北海道 青森県 岩手県宮城県 秋田県 山形県福島県茨城県 栃木県群馬県埼玉県千葉県 東京都神奈川県 新潟県富山県石川県 福井県 山梨県 長野県岐阜県 静岡県愛知県三重県滋賀県 京都府大阪府兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県島根県岡山県広島県山口県徳島県 香川県愛媛県高知県福岡県 佐賀県長崎県 熊本県 大分県宮崎県鹿児島県沖縄県

6007008009001,0001,1001,200
15.0 20.0 25.0 30.0高齢者就業率

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.56 全国

 

東吉野村川上村 上北山村下北山村 十津川村 野迫川村天川村黒滝村 下市町大淀町 吉野町河合町 広陵町王寺町上牧町 明日香村高取町 御杖村曽爾村田原本町三宅町川西町安堵町 斑鳩町三郷町 平群町
山添村宇陀市葛城市香芝市生駒市御所市 五條市桜井市橿原市 天理市大和郡山市大和高田市奈良市

6007008009001,000
10.0 15.0 20.0 25.0 30.0高齢者就業率

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.50 県内
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③ １人暮らし高齢者の割合 

 本県の１人暮らし高齢者の割合は１３．０％であり、全国の１５．１％に比べ低い状況

にあります。全国順位は、１人暮らしの高齢者の割合の高い方から２４番目となってい

ます。県内市町村別にみると、最高の上北山村（２９．４％）から最低の山添村（６．

３％）まで、市町村により差が大きい状況となっています。老人医療費との関係では、１

人当たり高齢者の割合が低い地域では、老人医療費が低い傾向がみられます。 

〔全国〕 都道府県別の1人暮らし高齢者割合（高い順に並べたもの）22.221.7 20.9 19.8 17.717.6 17.5 17.517.4 17.4 17.417.2 17.1 16.3 16.215.8 15.3 14.314.2 14.0 14.013.4 13.2 13.0 12.912.8 12.5 12.412.2 12.2 11.811.7 11.6 10.8 10.810.7 10.7 10.610.6 10.5 10.310.1 9.9 9.8 9.7 9.2 8.10.010.020.0
30.0

鹿児島県　　　 東京都　　　　 大阪府　　　　 高知県　　　　 山口県　　　　 北海道　　　　 兵庫県　　　　 宮崎県　　　　 京都府　　　　 福岡県　　　　 愛媛県　　　　 和歌山県　　　 広島県　　　　 長崎県　　　　 大分県　　　　 沖縄県　　　　 神奈川県　　　 岡山県　　　　 徳島県　　　　 香川県　　　　 熊本県　　　　 愛知県　　　　 三重県　　　　 奈良県　　　　 千葉県　　　　 青森県　　　　 山梨県　　　　 埼玉県　　　　 島根県　　　　 石川県　　　　 鳥取県　　　　 群馬県　　　　 佐賀県　　　　 秋田県　　　　 長野県　　　　 宮城県　　　　 岩手県　　　　 静岡県　　　　 栃木県　　　　 福島県　　　　 滋賀県　　　　 岐阜県　　　　 茨城県　　　　 富山県　　　　 福井県　　　　 新潟県　　　　 山形県　　　　
％ 全国平均１５．１％

出典：平成１７年国勢調査
 

〔県内市町村〕 県内市町村別の1人暮らし高齢者割合（高い順に並べたもの）29.4 27.5 21.4 21.3 21.0 19.0 18.2 17.2 16.0 15.5 15.2 14.5 14.2 13.2 13.1 13.0 12.9 12.8 12.7 12.7 12.1 12.1 12.0 11.8 11.7 11.5 11.4 11.0 11.0 10.9 10.6 10.4 10.1 9.5 9.3 9.1 8.7 6.6 6.30.05.010.015.0
20.025.030.035.0

上北山村 下北山村 川上村 黒滝村 野迫川村 天川村 十津川村 東吉野村 御杖村 奈良市 大和高田市 下市町 王寺町 大和郡山市 橿原市 三郷町 御所市 五條市 吉野町 桜井市 生駒市 大淀町 曽爾村 三宅町 斑鳩町 安堵町 天理市 上牧町 川西町 高取町 河合町 宇陀市 香芝市 平群町 田原本町 葛城市 広陵町 明日香村 山添村
％

出典：平成１７年国勢調査※宇陀市については合併前町村のデータを加工した数値を載せている
県平均１３．０％

 

 

北海道青森県岩手県宮城県秋田県山形県 福島県茨城県栃木県群馬県埼玉県千葉県 東京都神奈川県新潟県富山県 石川県福井県 山梨県長野県岐阜県静岡県 愛知県三重県滋賀県 京都府 大阪府兵庫県奈良県 和歌山県鳥取県島根県 岡山県 広島県山口県徳島県香川県 愛媛県 高知県福岡県佐賀県 長崎県熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県沖縄県
6007008009001,0001,1001,200

5.0 10.0 15.0 20.0 25.01人暮らし高齢者割合
１人当たり老人医療費（千円）

相関係数 r=0.73全国
 ※ 県内市町村では、郡部で１人暮らし高齢者割合が非常に高い自治体があるため、相関関係は有意とはなっていない。 

奈良市大和高田市大和郡山市天理市橿原市桜井市五條市御所市生駒市香芝市葛城市宇陀市山添村
平群町 三郷町斑鳩町安堵町川西町三宅町田原本町 曽爾村 御杖村

高取町明日香村 上牧町 王寺町広陵町 河合町 吉野町大淀町 下市町 黒滝村天川村 野迫川村十津川村 下北山村上北山村川上村東吉野村6007008009001,000

5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.01人暮らし高齢者割合
１人当たり老人医療費（千円）

相関係数 r=-0.36 県内



 

19 

④ 死亡の場所 

 平成１９年における県民の死亡の場所については、医療機関（病院・診療所）が７７．

７％（全国８１．９％）、自宅・老人ホーム等が１９．５％（全国１５．７％）などとなっており、

本県は自宅・老人ホーム等での死亡者が多く、全国順位でも割合の高い方から３番目

となっています。県内市町村別にみると、最高の山添村（４４．０％）から最低の御杖村

（１０．７％）まで、市町村により差が大きい状況となっています。老人医療費との関係で

は、自宅・老人ホーム等での死亡割合の高い地域では、老人医療費が低い傾向がみ

られます。 

〔全国〕 都道府県別の自宅等での死亡割合（高い順に並べたもの）20.420.0 19.5 19.3 18.418.4 18.4 18.117.8 17.8 17.617.4 17.3 17.2 17.117.0 16.7 16.716.5 16.4 16.216.1 15.9 15.8 15.815.8 15.8 15.615.6 15.5 14.614.6 14.6 14.5 14.214.1 14.1 14.114.0 13.8 13.613.6 12.6 12.4 12.311.0 10.10.010.0
20.030.0

長野県　　　　 和歌山県　　　 奈良県　　　　 鳥取県　　　　 新潟県　　　　 三重県　　　　 静岡県　　　　 兵庫県　　　　 山形県　　　　 宮城県　　　　 京都府　　　　 島根県　　　　 広島県　　　　 大阪府　　　　 東京都　　　　 福井県　　　　 岩手県　　　　 栃木県　　　　 滋賀県　　　　 徳島県　　　　 岐阜県　　　　 福島県　　　　 秋田県　　　　 千葉県　　　　 神奈川県　　　 愛媛県　　　　 岡山県　　　　 山梨県　　　　 香川県　　　　 青森県　　　　 山口県　　　　 大分県　　　　 沖縄県　　　　 群馬県　　　　 石川県　　　　 愛知県　　　　 宮崎県　　　　 埼玉県　　　　 茨城県　　　　 熊本県　　　　 富山県　　　　 鹿児島県　　　 佐賀県　　　　 長崎県　　　　 高知県　　　　 福岡県　　　　 北海道　　　　
％ 全国平均１５．７％

出典：平成１９年人口動態統計
 

〔県内市町村〕 県内市町村別の自宅等での死亡割合（高い順に並べたもの）44.0 41.7 39.8 36.8 34.6 34.3 33.3 26.3 24.1 23.9 23.5 22.5 22.2 21.8 21.7 21.4 20.8 20.7 20.3 20.3 20.3 19.9 18.5 18.2 18.1 17.9 17.4 17.2 17.2 16.4 15.8 15.3 14.8 14.3 14.1 13.7 11.4 11.1 10.70.010.020.030.040.050.0
山添村 野迫川村 上牧町 十津川村 東吉野村 曽爾村 上北山村 黒滝村 明日香村 葛城市 川上村 高取町 桜井市 天理市 五條市 大淀町 田原本町 三郷町 橿原市 大和高田市 宇陀市 平群町 天川村 下市町 奈良市 生駒市 下北山村 河合町 大和郡山市 広陵町 御所市 吉野町 王寺町 川西町 三宅町 斑鳩町 安堵町 香芝市 御杖村％

出典：平成１９年人口動態統計 県平均１９．５％
 北海道 青森県 岩手県 宮城県秋田県 山形県福島県茨城県 栃木県群馬県埼玉県 千葉県 東京都神奈川県 新潟県富山県石川県 福井県山梨県 長野県岐阜県 静岡県愛知県 三重県滋賀県 京都府大阪府 兵庫県 奈良県和歌山県鳥取県島根県岡山県 広島県山口県 徳島県香川県愛媛県高知県福岡県 佐賀県長崎県 熊本県大分県宮崎県鹿児島県沖縄県

6007008009001,0001,1001,200
10.0 15.0 20.0 25.0自宅等での死亡割合

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.55 全国

 

東吉野村川上村 上北山村下北山村 十津川村 野迫川村天川村 黒滝村下市町大淀町吉野町河合町広陵町王寺町 上牧町明日香村高取町御杖村 曽爾村田原本町三宅町川西町安堵町斑鳩町 三郷町平群町
山添村宇陀市 葛城市香芝市 生駒市御所市 五條市桜井市橿原市天理市大和郡山市大和高田市奈良市

6007008009001,000
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0自宅等での死亡割合

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.53 県内
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（４） 医療・介護サービスの提供 

① 医療提供施設・介護保険施設の状況 

本県の医療提供施設数、病院の病床数、介護保険施設の定員の状況は以下のと

おりとなっています。 

施設数では、一般診療所は全国に比べやや多い状況にありますが、病院、歯科診

療所、薬局については、全国に比べ少ない状況にあります。 

病院の病床数や介護保険施設の定員については、病院の一般病床数や介護老人

福祉施設（特別養護老人ホーム）の定員は全国に比較して多いものの、病院の療養

病床数や精神病床数、介護老人保健施設や介護療養型医療施設（介護型療養病

床）の定員については全国に比較して少ない状況にあります。 

 

〔施設数〕  施設の種類 施設数  施設数 （人口 10 万対比） （参考）全国 （人口 10 万対比） 病院 ７７ ５．５ ６．９ 一般診療所 １，１４１ ８０．９ ７７．９ 歯科診療所 ７０２ ４９．８ ５３．１ 医療提供施設 薬局 ４９２ ３４．９ ４１．１ 
 

〔病床数・定員〕  施設の種類 病床数 又は定数 病床数又は定数 （人口 10 万対比、（※）は 65 歳以上人口 10 万対比） （参考）全国 （人口 10 万対比、（※）は 65 歳以上人口 10 万対比） 病院（一般病床） １０，４０７ ７３８．１ ７１４．７ 病院（療養病床） ３，３５５ ２３７．９ ２６８．８ 医療提供施設 病院（精神病床） ２，９８７ ２１１．８ ２７４．９ 介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム) ４，９４４ １，６１０（※） １，５０３（※） 介護老人保健施設 ３，３５４ １，０９３（※） １，１４３（※） 介護保険施設 介護療養型医療施設 （介護型療養病床） １，０７４ ３５０（※） ４０３（※） 出典：平成１９年医療施設調査、平成１９年介護サービス施設・事業所調査、 平成１９年度保健・衛生行政業務報告  
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② 病院の平均在院日数の状況 

病院の平均在院日数（介護型療養病床を除く。）は、本県では３０．５日と、全国平

均３２．２日に比べ短い状況となっています。全国順位は、平均在院日数の長い方か

ら３５番目となっています（平成１８年病院報告）。老人医療費との関係では、平均在院

日数が短い地域では、老人医療費が低い傾向が認められます。 病院の平均在院日数（介護療養病床を除く、高い順に並べたもの）48.547.7 46.4 43.2 42.842.4 42.1 40.539.6 37.1 36.336.1 35.9 35.5 35.335.3 35.1 35.034.9 34.8 34.834.2 33.9 33.3 33.232.9 32.8 32.732.6 32.1 32.131.9 31.3 31.2 30.530.4 30.0 29.629.0 28.9 28.827.5 27.5 27.4 25.525.4 25.020.030.040.050.0
佐賀県　　　　 鹿児島県　　　 高知県　　　　 徳島県　　　　 山口県　　　　 長崎県　　　　 熊本県　　　　 宮崎県　　　　 福岡県　　　　 北海道　　　　 沖縄県　　　　 大分県　　　　 愛媛県　　　　 岩手県　　　　 秋田県　　　　 石川県　　　　 青森県　　　　 福島県　　　　 栃木県　　　　 山梨県　　　　 広島県　　　　 和歌山県　　　 鳥取県　　　　 埼玉県　　　　 富山県　　　　 三重県　　　　 福井県　　　　 香川県　　　　 島根県　　　　 新潟県　　　　 岡山県　　　　 茨城県　　　　 京都府　　　　 群馬県　　　　 奈良県　　　　 千葉県　　　　 兵庫県　　　　 大阪府　　　　 宮城県　　　　 山形県　　　　 静岡県　　　　 岐阜県　　　　 滋賀県　　　　 愛知県　　　　 神奈川県　　　 東京都　　　　 長野県　　　　

日 全国平均３２．２日
出典：平成１８年病院報告

 

北海道
青森県岩手県宮城県 秋田県山形県 福島県茨城県 栃木県群馬県 埼玉県千葉県東京都神奈川県 新潟県富山県 石川県福井県 山梨県長野県 岐阜県静岡県愛知県 三重県滋賀県 京都府大阪府兵庫県奈良県 和歌山県鳥取県島根県岡山県 広島県 山口県徳島県香川県 愛媛県 高知県福岡県 佐賀県長崎県熊本県大分県 宮崎県 鹿児島県沖縄県

6007008009001,0001,1001,200

20 25 30 35 40 45 50平均在院日数

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=0.51

全国

 

③ 在宅医療の実施状況 

医療機関への通院が難しい患者の自宅や施設に、医療機関や訪問看護事業所の

医師や看護師等が出向き、診療・看護・リハビリ等を提供することを「在宅医療」と言い

ます。 

本県において在宅医療を実施する施設数（往診・訪問診療・訪問看護等の実施施

設数、人口１０万対）は全国と比べ、比較的少ない状況（全国３１番目）にあります。一

方、１施設当たりの実施件数については、比較的多い状況（全国９番目）となっていま

す。老人医療費との関係では、１施設当たりの実施件数が多い地域では、老人医療

費が低い傾向がみられます。 

本県の在宅医療の実施施設については、在宅医療の提供に関して一定の基準
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（※）を満たし、在宅医療を専門的に実施する医療機関（病院・診療所）は１８７施設、

訪問看護事業所（医療みなしを含む）は９３施設となっています（平成２１年１２月現

在）。 （※）下記の診療報酬上の基準を満たす医療機関 ① 在宅療養支援診療所：自院又は連携機関による２４時間往診・訪問看護の提供等が可能な診療所（１１４施設） ② 在宅時医学総合管理料：継続的に訪問診療等ができる常勤医師が勤務し、在宅医療の調整担当者を配置した医療機関（１８１施設） ③ 在宅末期医療総合診療料：在宅療養支援診療所であり、在宅末期医療総合診療を提供できる医療機関（９１施設） 都道府県別の在宅医療実施施設数（人口１０万対施設数、高い順に並べたもの）
0204060

80100120
島根県　　　　 和歌山県　　　 鳥取県　　　　 徳島県　　　　 鹿児島県　　　 広島県　　　　 長崎県　　　　 佐賀県　　　　 岡山県　　　　 香川県　　　　 熊本県　　　　 愛媛県　　　　 山口県　　　　 大分県　　　　 兵庫県　　　　 長野県　　　　 京都府　　　　 福井県　　　　 山形県　　　　 大阪府　　　　 高知県　　　　 宮崎県　　　　 岐阜県　　　　 福岡県　　　　 群馬県　　　　 福島県　　　　 石川県　　　　 富山県　　　　 三重県　　　　 新潟県　　　　 奈良県　　　　 秋田県　　　　 滋賀県　　　　 青森県　　　　 東京都　　　　 愛知県　　　　 栃木県　　　　 静岡県　　　　 宮城県　　　　 山梨県　　　　 北海道　　　　 岩手県　　　　 茨城県　　　　 神奈川県　　　 千葉県　　　　 埼玉県　　　　 沖縄県　　　　 全国平均

訪問看護（訪問看護ステーション）訪問看護（医療機関・介護保険）訪問看護（医療機関・医療保険）訪問診療往診
出典：平成１７年医療施設調査、平成１７年介護サービス施設・事業所調査

 都道府県別の１施設当たり在宅医療実施件数（１か月件数、高い順に並べたもの）
10 10 7 8 9 7 11 10 8 9 7 11 10 10 10 11 10 9 8 9 6 8 11 6 7 9 12 9 12 8 7 9 10 9 6 9 10 10 10 10 10 8 10 8 9 5 9 922 27 23 32 24 21 21 19 18 22 22 24 23 23 23 23 21 21 30 21 14 24 16 20 16 17 24 19 24 16 18 19 24 30 22 17 23 17 19 21 16 15 24 19 13 13 15 2214 12 19 13 18 11 11 14 8 10 20 9 14 14 11 16 13 13 10 11 11 17 7 9 8 10 11 12 12 12 11 6 7 10 14 7 13 7 16 18 7 8 6 11 10 7 10 1277 41 49 30 49 50 43 44 51 32 47 49 35 38 34 42 36 35 24 34 41 30 42 35 38 36 32 36 25 37 29 29 34 29 33 29 30 28 23 25 30 25 19 24 22 28 19 3571 70 60 69 50 60 60 55 56 70 46 44 55 51 57 42 53 55 60 57 59 52 52 56 58 54 44 45 48 48 54 56 45 39 40 51 34 48 38 31 37 42 37 35 36 34 36 53020406080100120140160180200
長野県　　　　 神奈川県　　　 宮城県　　　　 東京都　　　　 千葉県　　　　 茨城県　　　　 新潟県　　　　 岐阜県　　　　 奈良県　　　　 山形県　　　　 秋田県　　　　 和歌山県　　　 福島県　　　　 北海道　　　　 埼玉県　　　　 石川県　　　　 富山県　　　　 愛媛県　　　　 京都府　　　　 福井県　　　　 静岡県　　　　 大阪府　　　　 三重県　　　　 岩手県　　　　 滋賀県　　　　 長崎県　　　　 島根県　　　　 栃木県　　　　 広島県　　　　 福岡県　　　　 愛知県　　　　 山梨県　　　　 岡山県　　　　 青森県　　　　 沖縄県　　　　 兵庫県　　　　 鹿児島県　　　 群馬県　　　　 徳島県　　　　 香川県　　　　 鳥取県　　　　 山口県　　　　 大分県　　　　 高知県　　　　 熊本県　　　　 佐賀県　　　　 宮崎県　　　　 全国平均

件 訪問看護（訪問看護ステーション）訪問看護（医療機関・介護保険）訪問看護（医療機関・医療保険）訪問診療往診出典：平成１７年医療施設調査、平成１７年介護サービス施設・事業所調査
 北海道青森県 岩手県 宮城県秋田県山形県福島県 茨城県栃木県群馬県 埼玉県 千葉県東京都神奈川県新潟県富山県石川県福井県山梨県 長野県岐阜県静岡県愛知県三重県滋賀県京都府大阪府兵庫県 奈良県和歌山県鳥取県 島根県岡山県広島県山口県徳島県香川県 愛媛県高知県 福岡県佐賀県 長崎県熊本県大分県宮崎県 鹿児島県沖縄県

6007008009001,0001,1001,200
50.0 100.0 150.0 200.0在宅実施件数／施設

１人当たり老人医療費（千円）
相関係数 r=-0.46 全国
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④ 要介護・要支援認定者数 

平成１９年度末における県民の介護保険の要介護・要支援認定者数は５０，１０６人

となっています（第１号被保険者４８，５３３人、第２号被保険者１，５７３人）。第１号被保

険者（６５歳以上者）の要介護・要支援認定者の割合は１５．６％となっており、全国平

均の１５．９％を下回っています。全国順位は、要介護・要支援認定者の割合の多い

方から３２番目となっています。県内市町村別にみると、最高の下市町（２２．２％）から

最低の下北山村（１２．７％）まで、市町村により差のある状況となっています。 

 

〔全国〕 都道府県別の要介護（要支援）認定率（平成１９年度末、第１号被保険者、高い順に並べたもの）

0.05.010.0
15.020.025.0

長崎県 徳島県 和歌山県 愛媛県 島根県 岡山県 広島県 鹿児島県 青森県 大分県 大阪府 鳥取県 福岡県 秋田県 熊本県 高知県 香川県 沖縄県 三重県 佐賀県 石川県 兵庫県 京都府 山口県 北海道 富山県 新潟県 岩手県 福島県 山形県 長野県 奈良県 宮崎県 東京都 宮城県 群馬県 福井県 滋賀県 岐阜県 神奈川県 山梨県 栃木県 静岡県 愛知県 茨城県 千葉県 埼玉県 全国平均
％ 要介護５要介護４要介護３要介護２要介護１経過的要介護要支援２要支援１出典：平成１９年度介護保険事業状況報告調査

 

〔県内市町村〕 県内市町村別の要介護（要支援）認定率（平成１９年度末、第１号被保険者、高い順に並べたもの）

0.05.010.0
15.020.025.0

下市町 十津川村 高取町 天川村 黒滝村 吉野町 五條市 野迫川村 大淀町 曽爾村 葛城市 上北山村 安堵町 明日香村 宇陀市 桜井市 東吉野村 天理市 御所市 大和高田市 山添村 三郷町 斑鳩町 生駒市 上牧町 御杖村 広陵町 王寺町 川上村 田原本町 香芝市 平群町 奈良市 河合町 川西町 大和郡山市 三宅町 橿原市 下北山村 県平均
％ 要介護５要介護４要介護３要介護２要介護１経過的要介護要支援２要支援１

出典：平成１９年度介護保険事業状況報告調査
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２． 地域による医療費較差 

これまでのデータから、「特定健康診査の受診率が高い」、「高齢者就業率が高い」、

「１人暮らし高齢者の割合が低い」、「自宅等での死亡割合が高い」、「病院の平均在

院日数が短い」、「在宅医療施設の１施設あたり実施件数が多い」地域では、老人医

療費が低い傾向がみられました。 

このため、奈良県では、奈良県国民健康保険団体連合会が毎年取りまとめている

平成１８年５月診療分の国民健康保険医療費データ（※）を用いて、１人当たり医療費

（医療にかかっていない者も含めた１月平均医療費）について、二次保健医療圏別、

年齢階級別の分析を行いました。 

その結果、二次保健医療圏別の医療費は、７５歳未満の年齢層では地域による差

が殆ど無い状況ですが、７５歳以上の年齢層では比較的山間地域の多い東和及び南

和保健医療圏において医療費が低いことが明らかとなりました。これら地域による医療

費較差の存在は、地域での対策により、医療費を低減させる可能性のあることを示し

ています。 

二次保健医療圏別１人当たり医療費（月額） 

010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,00090,000100,000
0- 15- 30- 40- 50- 55- 60- 65- 70- 75- 80- 85-

1人人人人当当当当たたたたりりりり国国国国保保保保医医医医療療療療費費費費・・・・総総総総額額額額（（（（円円円円
/月月月月））））

奈良西和中和東和南和
 

                       資料：奈良県国民健康保険団体連合会資料（※）を県にて分析  ※ 県内の国民健康保険（市町村国保及び国保組合）加入者（５１８，２３６人、県人口〔１，４１７，５８７人〕の３６．６％）の平成１８年５月中にかかった医療費の状況を奈良県国民健康保険団体連合会が集計したもの。平成１８年５月１か月間の国民健康保険医療費（入院、入院外、歯科、調剤のみ）は１５５億８千万円、加入者１人当たり医療費は３０，０６５円（医療にかかっていない者も含めた１月平均医療費）であった。 
 （参考）本県の二次（保健）医療圏 奈良保健医療圏 奈良市 東和保健医療圏 天理市、桜井市、宇陀市、山添村、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村 西和保健医療圏 大和郡山市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王寺町、河合町 中和保健医療圏 大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、広陵町 南和保健医療圏 五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村 
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３．山添村の取り組み 

山添村は、「特定健康診査の受診率が高い」、「高齢者就業率が高い」、「１人暮らし

高齢者の割合が低い」、「自宅等での死亡割合が高い」という、老人医療費が低くなる

要素を持ち合わせ、実際に老人医療費が低い状況にあります。これは、医療資源（医

療機関や医療従事者の数）が都市部と比較して少ないことはありますが、それだけで

は説明はできず、以下に示します、この村の長年の特徴的な取り組みが強く影響して

いるものと考えられます。 

 

（１） 山添村の地域特性 

① 野菜を中心とした食生活 

② 朝早くから働くなど、健康的な生活習慣 

③ 高齢者は皆、「家の中」や「地域社会」で役割を持つ 

 

（２） 充実した在宅医療 

① 村立診療所の吉本先生は、岩手県沢内村より本村に移り、２５年間、村の在宅

医療を支えた 

② 往診を積極的に行い、同時に健康づくりの指導を実施し、健診が必要という意

識づけにつながった 

 

（３） 専門スタッフの積極的な取り組み 

① 保健師 

・ 健診結果を直接本人に説明、健康相談や説明会の積極開催 

・ 「健康のつどい」や「なかよう歩こ会」などのイベントを開催、村民の健康づくりへ

の意識を高める 

・ 保健推進員の研修や補助を行うなど、村民の自主的な活動の手助けを地道に 

実施 

 

② 保健推進員 

・ 「住民が住民を指導する」健康づくりを実践 

・ 地元住民に健診の意義を地道に浸透させる役割を担う 

健診の取りまとめやイベントの実施にも寄与 

・ ２年を任期として各大字から推薦、村長より委嘱、平成２１年７月現在で３２名が

活動 

・ 研修を受けるため、任期終了後も健康への意識が高い 

 

（４） 「食育」「口腔ケア」等の総合的な取り組み 

① 地域密着の「食育」の実施 

・ 保育園でのおやつ作り、離乳食教室、地域の協力の下での菜園活動などの実

施 

・ 幼児期からの食育を積極的に行い、保護者や地域の方との世代間交流の場と
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することで、多世代にわたり健康への意識を向上 

② 口腔ケアの実施 

・ 若年者の口腔ケアを重視して、小・中学校と協力して歯磨き指導などを実施 

 

（５）早期健診の実施 

・ ３０～４０歳の者への独自健診を行い、早期の勧誘と健康への意識づけ 

 

４． まとめ 

山添村の健康づくりの取り組みは、住民の「健康長寿」と医療費負担の軽減をもたら

しました。 

本県では、この健康づくりの取り組みを参考にして、現在県が抱える健康課題の解

決を図ることが必要と考えられます。現状に基づく課題を以下に整理します。 

 

主な 

ターゲット 

課    題 

子ども ○ 朝食欠食の子どもの割合が全国平均より高い 

 

青壮年 ○ 自分の現在の食事に問題があると思っている者が多い 

○ 「時間に余裕がない」ため、健康づくり（運動や健診受診など）が

実践されない 

○ 健診受診率が低い（特に健康保険加入者の家族や国民健康保

険加入者で受診率が低い） 

 

高齢者 ○ 就業率が低い 

○ 在宅医療の普及（在宅医療の利用促進、自宅での看取りの普及

など） 

○ １人暮らし高齢者を減らす 
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第３章 達成目標と計画期間における医療に要する費用の見通し 

 

１． 達成目標 

（１） 住民の健康の保持の推進に関する目標 

住民の健康の保持の推進に関する目標については、県民が加入する主な保険者

が特定健康診査等実施計画で定めた平成２４年度の目標値を積み上げた数字を基

本として設定することとします。 

 

① 特定健康診査の実施率 

 平成２４年度において、４０歳から７４歳までの対象者の６７％以上が特定健康診査を

受診することとします。 

 

② 特定保健指導の実施率 

 平成２４年度において、当該年度に特定保健指導が必要と判断された対象者の４

５％以上が特定保健指導を受けることとします。 

 

③ メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率 

 平成２４年度において、当該年度に特定保健指導が必要と判定された対象者が、平

成２０年度と比べて１０％以上減少することとします。 

 

 

 

（２） 医療の効率的な提供の推進に関する目標 

 

① 平均在院日数 

 平成２４年において、本県の平均在院日数（３０．５日、平成１８年実績）と全国最短で

ある長野県の平均在院日数（２５．０日）の差を９分の３短縮（平成１８年から平成２７年

までに長野県の平均在院日数との差を半減させるという考え方）することとし、平均在

院日数を２８．６日にすることとします。 
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（３） 県独自で設定する目標 

 本県では、計画の目的を達成するため、上記の５つとは別に目標値の設定が必要と

考えられるため、本県独自に５つの目標値を設定することとします。 

 

① 運動習慣のある人の割合 

 平成２４年度末において、本県の運動習慣のある人の割合（２０歳以上の者）を４０％

以上にすることとします。「運動習慣のある人」とは、１日３０分の運動を週２日以上実施

し、１年以上継続している人を言い、平成１９年における本県の実績は男性３３．１％、

女性２５．７％となっています。 

 

② 「わたしの健康づくり」を実践する人の割合 

 平成２４年度末において、本県の「わたしの健康づくり」を実践する人の割合（２０歳

以上の者）を５０％以上にすることとします。「わたしの健康づくり」を実践する人とは、

「運動習慣のある人」も含め、自らの健康のため、日常生活の一部として、楽しく気軽

に取り組んでいることのある人のことを言います。本県における実績については、今後

調査することとします。 

 

③ 高齢者就業率 

平成２４年度において、本県の高齢者の就業率を全国レベルまで引き上げることと

します。 

長野県や山添村など、健康づくりの取り組みが進んでおり、老人医療費が低い地域

では、高齢者就業率が高い傾向にあります。平成１７年の本県の高齢者就業率は１８．

７％となっています（同全国２１．１％、長野県２９．９％、山添村２５．４％など）。なお、

結果の評価については、平成２４年就業構造基本調査結果の有業率を用いることとし

ます。 

 

④ 「かかりつけ医」を活用して集団健診を実施する市町村（国保）数 

平成２４年度において、「かかりつけ医」を活用して集団健診（特定健康診査時）を

実施する市町村（国保）数を２５％以上とすることとします。 

平成１７年度の基本健康診査（旧制度）では、集団健診（指定された場所で、日時を

決めて健診を行う方式）による健診受診者数が全国で３６．６％、個別健診（医療機関

で、一般外来と同様に受診することができる方式）による健診受診者数が６３．４％とな

っています。本県では、集団健診が１１．３％、個別健診が８８．７％と個別健診受診者

が多くなっています。 

健診受診率の向上のためには、個別健診と集団健診の併用が必要と言えます。ま

た、山添村の取り組みでも見られるように、住民の身体の状況を熟知する「かかりつけ

医」が健康づくり事業や健診事業へ参加することにより、効果的な事業実施が可能と

なるものと考えられます。 
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⑤ 在宅医療提供施設数 

平成２４年度において、市町村毎に概ね現段階の県平均レベル（人口１０万対２０．

０施設）の在宅医療提供施設を整備することとします。ここで言う在宅医療提供施設と

は、在宅医療の提供に関して一定の基準（※）を満たし、在宅医療を専門的に実施す

る医療機関（病院・診療所）と訪問看護事業所（医療みなしを含む）であり、平成２１年

１２月末現在、県内１３市町村で県平均レベル以上の施設が整備されている状況にあ

ります。 

 

２． 計画期間における医療に要する費用の見通し 

 計画期間である平成２０年度から平成２４年度までの５年間の県民医療費の見通し

について推計を行いました。 

（１） 推計方法 

① 平成２０年１０月１日現在の「住民基本台帳及び外国人登録に基づく県人口」と

「都道府県別将来推計人口」（平成１９年５月国立社会保障・人口問題研究所公

表）から、計画期間である平成２０年度から平成２４年度までの県人口（性別、５歳

階級別）を推計しました。 

② 奈良県国民健康保険団体連合会が毎年取りまとめている平成１８年５月診療分

の国民健康保険医療費データから、国民健康保険加入者の１人当たり医療費

（性別、５歳階級別、入院・外来別、医科・歯科別）を、県全体と健康づくりの取り

組みを長年実施してきた山添村について算出しました。 

③ ①と②の値を掛け合わせ、平成２０年度から平成２４年度までの県民医療費と山

添村レベルの医療費による県民医療費を計算しました。 

（注 ： 算出に当たっては、診療報酬改定、医療の高度化による医療費の自然増、

医療費適正化対策による影響を見積もるのは困難なため、推計に当たっては、高

齢化による人口構造の変化のみを考慮することとしています。） 

 

（２） 結果 

平成２４年度の県民医療費の見込みは３，７９７億円と推計されます。 

これが、今後、健康づくり対策を推進し、仮に医療費が山添村と同レベルとなった場

合には、県民医療費は３，０４８億円となり、県全体として約７５０億円の医療費を減らす

ことが可能となります。 

 （単位：億円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 県民医療費の 見込み(a) 3,663 3,688 3,714 3,756 3,797 山添村の医療費レベルとなった場合の県民医療費(b) 2,938 2,955 2,972 3,010 3,048 差（a-b） 725 733 742 746 749 
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第４章 目標を達成するための施策 

１． 施策の実施に向けての基本的考え方 

山添村や長野県における健康づくりの取り組みは、住民の「健康長寿」と、その結果

として医療費負担の軽減をもたらしました。本県では、今後の高齢社会の進展に備え、

山添村や長野県での取り組みを参考にした健康づくりの取り組みを、一定期間、県全

体で実践・継続することにより、県民による「健康長寿文化」の醸成をはかることとしま

す。 

この計画では、以下の６つの考え方に基づき、施策を進めていくこととします。 

 

 〔６つの考え方〕 

 

① ライフステージごとに健康的な生活習慣が身につく総合的な取り組みを展開 

   地域、学校、職場などで、ライフステージに応じた対策の実施 

   （食育、スポーツや歩く習慣、生活習慣病の予防、健診受診、外出の推奨等） 

 

② 県全体で健康づくりの推進 

   県が中心となり、市町村、保険者、企業、学校、医療福祉機関等の関係機関

が一体となって、健康づくりの取り組みを実施し、ＰＤＣＡサイクルに基づき推進 

 

③ 県民への健康長寿情報発信を重視 

   ライフステージに応じた必要な健康長寿情報を、県民に効果的に伝わる手法

で繰り返し発信し、浸透 

 

④ 「食べるな」「歩け」方式の健康づくりからの脱却 

   生活の一部として実施する「わたしの健康づくり」運動を展開 

 

⑤ 健康づくりを推進する地域でのネットワークを構築 

   長野県や山添村のように、地域の健診（検診）や健康づくり事業への「かかり

つけ医」等の関与を推進 

 

⑥ 予防・治療・回復の連携を重視 

切れ目のない保健・医療・介護・福祉体制の整備を促進 

 

 

また、施策の実施に当たっては、以下の５つの方法により進めていくこととします。 

（１） 健康長寿に対する県民意識の高揚（健康長寿文化づくりの推進） 

（２） 地域・学校でのネットワークによる健康長寿支援 

（３） 保険者のネットワークによる健康長寿支援 

（４） 医療機関のネットワークによる健康長寿支援 

（５） 健康づくりの環境整備 
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２． 施策の方向性と具体的展開例 

 

（１） 健康長寿に対する県民意識の高揚（健康長寿文化づくりの推進） 

〔現状と課題〕 

○  健康づくりについては、近年の生活習慣病の増加をふまえ、日常の食生活への

注意や運動の習慣化が必要と言われています。また、食育の推進により、健全な

食生活を実践できる人間を育てる必要性が言われています。 

○  しかし、本県では、子どもの朝食欠食率が全国平均に比べて高く、また、２０～４

０歳代の県民の半数以上で「自分の食事に何らかの問題がある」と思っている状況

にあります。また、「運動する時間的な余裕がない」などの理由で２０歳以上の運動

習慣のある者の割合は３０％程度に留まっています。 

○  これは、健康づくりに関する知識の普及・啓発の絶対的な不足によるためであり、

現状の「食べるな」、「歩け」といった禁止方式の健康づくりの取り組みが、多様化

する住民生活に受け入れにくいものになっていることも考えられます。 

 

〔方向性〕 

○  より多くの県民が、健康長寿を意識して、健康づくりに取り組むためには、日常生

活の一部として実践できる、容易で、効果的な健康づくりの取り組みを推奨してい

く必要があります。 

○  山添村や長野県など、高齢者就業率の高い地域では、健康づくりの取り組みが

進んでおり、高齢者の就業率を高めるための対策を進める必要があります。 

 

〔具体的展開例〕 

○ 「食べるな」、「歩け」方式の健康づくりからの脱却 

・  山添村や長野県における健康づくりの取り組みが、住民の日常生活の一部と

して定着している状況を、「健康長寿文化」として位置づけ、県全体で「健康長

寿文化」の醸成を図ります。 

・  生活習慣病対策として言われている食生活への改善や運動の実践のみなら

ず、自らの健康のため、日常生活の一部として、楽しく気軽に取り組んでいる活

動を、「わたしの健康づくり」として位置づけ、県民への普及を図ります。 

・  県主導で、市町村、保険者、企業、学校、医療福祉機関などの関係者とともに、

県民の健康づくりの課題を共有化するとともに、各々の役割を明確化し、官民上

げての取り組みを展開します。 

・  県民を対象とした講演会などを開催し、県民を巻き込んだ普及啓発を進めま

す。 

 

○ 高齢者の生きがい向上等のため、奈良県版「ソーシャルファーム」の起業等、新た

な社会参加のきっかけづくり 

・ 健康長寿を達成している山添村や長野県で、高齢者就業率が高いことを踏まえ、

奈良県版「ソーシャルファーム」の起業等、新たな社会参加のきっかけづくりを検



 

32 

討します。特に、農業、観光、環境、教育、福祉分野等の社会貢献分野での、

起業と雇用の促進を検討します。 

（※）ソーシャルファーム ： １９８０年代にヨーロッパに始まった障害者等、就職機

会が少ない者の雇用により、社会的目的を達成するための起業、ボランティ

ア活動や各市町村設置のシルバー人材センターとは趣旨が異なる。 

 

 

（２） 地域・学校でのネットワークによる健康長寿の支援 

〔現状と課題〕 

○  ２０歳以上の県民の過去１年間の健診（健康診断や健康診査）や人間ドックの受

診者の割合は５６．０％となっており、全国の６１．５％に比べ低い状況となっていま

す。「時間的な余裕がない」ため、健診を受診していない者が多く、健康保険加入

者の家族や国民健康保険加入者において健診受診率が低くなっています。 

○  本県の住民健診では、受診者の９割近くが個別健診方式で受診しており、集団

健診などの地域住民が集まって健康づくりの支援を受ける機会が少なくなってい

ます。 

○  市町村などでは、種々の健康づくり事業（体操、ウォーキング、集団健診、健康

教育、食育事業、介護予防事業など）が行われていますが、参加者数が少ない、

医療機関との連携が少ないなど、必ずしも効果的な実施が図られているとは言え

ない状況にあります。 

 

〔方向性〕 

○  山添村や長野県など、健康づくりの取り組みが進んでいる地域では、「かかりつ

け医」や保健師などの地域の医療従事者と地域住民で構成された健康ボランティ

アによる、健康づくりの取り組みが長年続けられてきた歴史があり、健康長寿の実

現のためには、県民の健康づくりを地域で支援する体制を構築する必要がありま

す。 

 

〔具体的展開例〕 

○ 「健康長寿推進員」の配置 

・  地域住民で構成された「健康長寿推進員」を小学校区ごとに組織し（※）、「か

かりつけ医」や保健師などの地域の医療従事者とともに、地域社会や学校教育

の場で、健康づくりや食育の重要性についての啓発を進めます。 

（※）「健康づくり推進員」や「運動普及推進員」等の既存の健康づくりボランティアの活

用も含みます。 

 

○ かかりつけ医や「健康長寿推進員」のコミュニティ・レベルでの健康づくりへの関与 

・  市町村などの健康づくり事業（体操、ウォーキング、集団健診、健康教育、食

育事業など）を効果的に実施するため、健康づくりに協力的な地域の「かかりつ

け医」を確保し、健康づくり事業への参画を進めます。 
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・  市町村などの健康づくり事業を地域に根ざすことを目的として、小学校区ごと

に組織された「健康長寿推進員」が、市町村などが実施する健康づくり事業への

参画を進めます。県は、「健康長寿推進員」間の情報交換のための連絡会議や、

健康づくりにかかる普及啓発方法などの研修会の開催を検討します。 

 

 

（３） 保険者のネットワークによる健康長寿の支援 

〔現状と課題〕 

○  県内の医療保険者は、被用者が加入する健康保険組合、協会けんぽ（全国健

康保険協会管掌健康保険）、共済組合と、自営業者などが加入する市町村国民

健康保険、国民健康保険組合があり、これらの医療保険者が平成１７年度に「奈良

県保険者協議会」を設置し、健康づくり事業を円滑かつ効率的に実施することを

進めています。 

○  これまで４０歳以上の県民に対して市町村が行っていた住民健診（老人保健法

に基づく基本健康診査）に代わり、平成２０年度から、医療保険者がその加入者に

行う特定健康診査・特定保健指導が開始されたことから、医療保険者による健康

づくりの取り組みの推進が課題となっています。 

 

〔方向性〕 

○  医療保険者による健康づくりの取り組みを強化するため、県が医療保険者の取り

組みを支援する必要があります。より多くの医療保険者が健康づくりの取り組みを

効果的に展開していく必要があります。 

 

〔具体的展開例〕 

○ 医療保険者による健康づくりの取り組みの強化 

・  保険者協議会の構成員としての県の参画や県内に大きな事業所を有する県

外医療保険者に協議会加入を推奨することにより、保険者協議会機能の強化を

図ります。 

・  県内医療保険者が協働して県レベルで統一した健康づくりプログラムを開発し、

同時の展開を図ります。 

・  県民の健康生活実態と健康意識に関する調査や県民の健康づくりに真に必

要な情報の収集、県民に効果的に浸透するための情報発信手法のあり方にか

かる研究の推進など、医療保険者の健康づくりの取り組みを支援します。また、

このために「健康づくり」「地域活動」「情報戦略・メディア」などの専門家を、「健

康長寿アドバイザリー・スタッフ」として設置します。 

 

 

（４） 医療機関のネットワークによる健康長寿の支援 

〔現状と課題〕 

○  自宅で介護を受けたいと希望する方が多いにもかかわらず、在宅医療資源や関
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係者間の連携が不十分であることから、医療機関や介護保険施設から在宅療養

への移行が進みにくい状況にあります。 

 

〔方向性〕 

○  在宅の介護・看護・看取りをサポートするため、地域の関係者によるネットワーク

を構築し、効果的効率的な保健・医療・介護・福祉体制を提供する必要がありま

す。 

 

〔具体的展開例〕 

○ 家庭での看取りを支える在宅医療推進のための基盤整備 

・  切れ目のない保健・医療・介護・福祉体制の整備を推進します。在宅医療提

供施設の設置を促進するとともに、病院や施設から在宅医療へ円滑に移行する

ため、地域の関係機関間の連携体制の構築を進めます。併せて、「かかりつけ

医」や「健康長寿推進員」による、在宅医療の利用についての県民への普及啓

発を進めます。 

 

 

（５） 健康づくりの環境整備 

〔現状と課題〕 

○  歩くことは生活習慣病予防や体力強化につながります。しかし、子どもやお年寄

りを含め、どのような人でも、楽しく安全に歩くための環境が充分に備わっていると

は言えない状況にあります。 

 

〔方向性〕 

○  県民が楽しく安全に歩くためには、「まちづくり」や「仲間づくり」などの歩く環境整

備を行う必要があります。 

 

〔具体的展開例〕 

○ 健康づくりの環境整備の推進 

・ 県民が楽しく安全に歩ける歩行者道、自転車道、ジョギングロードの整備を進め

ます。 

・ 川辺にウォーキングなどができる遊歩道の整備を進めます。 

・ 地域スポーツクラブを普及し、歩く仲間づくりを進めます。 
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第５章 計画の達成状況の評価 

 

１． 計画の進行管理体制 

計画の実効性を高めるため、定期的に、計画作成（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、点検・評価

（Ｃｈｅｃｋ）及び見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）といった一連のマネージメント・サイクルに従い、

進行管理を行います。 

 

２． 計画の評価 

（１） 進捗状況の評価 

県は、平成２２年度に中間評価として、法第１１条第１項に基づく「計画の進捗状況

に関する評価」を行い、その結果を公表します。中間評価を踏まえ、必要に応じて、達

成すべき数値目標の設定、目標達成のために取り組むべき施策等の内容について見

直しを行い、計画の変更を行います。また、平成２４年度から次期医療費適正化計画

の策定作業が始まることから、次期計画策定の検討に際しては、中間評価の結果を適

宜活用することとします。 

 

（２） 実績の評価 

県は、計画終了後の翌年度である平成２５年度に計画に掲げる目標の達成状況及

び施策の実施状況に関する調査及び分析を行い、法第１２条第１項に基づく「計画の

実績に関する評価」を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


